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【 提 言 の 要 約 】 
少子高齢化・人口減少社会を乗り越えるための 

行政と市民の協働のまちづくり 

 
 

● 都市部や人口増加地域においては、住民にとって最も身近な地縁組織である

「自治会」への加入者が減少し、住民同士の繋がりが希薄になってきた。 

● 経済状況に明るい兆しが見えない中、今まで当然に受けられた行政サービス

の低下や縮小も懸念され、それを補うために、住民との連携や公助に頼らな

い住民共助の体制が、これまで以上に必要になっている。 

熊本県合志市の現状分析 
■熊本市のベットタウンとして、順調に人口が伸び続けている。 
■急激に人口が増加している「М区」では、自治会加入率が極端に低い。 
■合志市のこれまでの状況 

①自治会加入問題は自治会に任せている。 ③市担当スタッフが少ない。 
 ②区嘱託員制度の弊害。          ④市の広報紙は、自治会未加入者には届けていない。 
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状 

課 

題 

⇒ ステップ１  「区嘱託員制度の見直し」 

※ねらい「自治会組織への委託契約へ移行し、まずは、行政情報を全戸へ届ける仕組みへ」 

⇒ ステップ２  「自治会加入促進条例の制定」 

※ねらい「行政が自治会加入問題に積極的に関わっていく姿勢を明確にし、自治会との協働により、 
加入率を全国平均ぐらいまで戻すための仕組みづくり」 

⇒ ステップ３  「まちづくり会議と地域担当職員制度の導入」 

※ねらい「行政と自治会や市民団体が課題解決に向けて一緒に議論し、職員も積極的に地域に関わり、 
共に汗をかくことで、実行性を確保する」 

課題① 現行の区嘱託員制度では、自治会未加入者への勧誘や広報紙等の配布に対応

できなくなってきた。 

課題② 行政と市民を繋ぐ広報紙等の配布という「最低限の公共サービス」が

実施されていないままでいいのか。 

課題③ 極端に自治会加入率が低い「M 区」や他にも急激に加入率が低下して

いる自治会があり、自治会の自主性に任せるだけでは、問題解決がで

きない状況になっている。 
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２０年後の合志市は・・・。 


